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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第10期

第２四半期連結
累計期間

第11期
第２四半期連結
累計期間

第10期
第２四半期連結
会計期間

第11期
第２四半期連結
会計期間

第10期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 2,792,6122,340,5621,462,0041,076,7946,126,226

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
183,225△788,129 141,184△535,805 225,931

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
271,274△962,788 129,436△588,602 397,654

純資産額（千円） － － 7,889,0686,793,7977,893,806

総資産額（千円） － － 8,795,2147,634,1388,522,412

１株当たり純資産額（円） － － 3,505.743,057.413,547.73

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円）

117.75 △434.77 56.93 △266.00 175.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － 56.91 － －

自己資本比率（％） － － 89.6 89.0 92.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△66,896 191,546 － － △582,551

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,163,073△93,016 － － △334,754

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△463,671△116,086 － － △587,730

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 4,668,5964,842,0684,858,897

従業員数（人） － － 99 112 107

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第10期及び第10期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期及び四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第11期第２四半期連結累計期間及び第11期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 112 (40)

　（注）従業員数は就業人員であり、（　）は外数で臨時雇用者数の当第２四半期連結会計期間の平均人員を記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 112 (40)

　（注）従業員数は就業人員であり、（　）は外数で臨時雇用者数の当第２四半期会計期間の平均人員を記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループはモバイルコンテンツ事業を行っており、生産、受注といった区分による表示が困難であるため、事

業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

(1）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

コンテンツ事業（千円） 914,863 67.6

マスターライツ事業（千円） 10,346 9.6

ファンディング事業（千円） 118,783 －

その他の事業（千円）　 32,801 －

合計（千円） 1,076,794 73.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

　　　　２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 436,563 29.9 275,395 25.6

株式会社テンダ　 － － 145,571 13.5

（注）前第２四半期連結会計期間の株式会社テンダについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略

しました。
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２【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。　

（１）経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日～平成22年６月30日）における我が国経済は、緊急経済対策をは

じめとする政策の効果などを背景に、企業収益に改善の兆しが見られるなど着実な持ち直しを見せる一方で、依然

として雇用情勢に厳しさが残る状況が続いています。

　モバイル・インターネット業界では、国内における携帯電話加入数が、平成22年６月末時点で11,371万人（前年同

期比4.8％増）と堅調に推移しています。また、2009年におけるモバイルコンテンツ関連市場は、前年比12.4％増の1

兆5,206億円と、着実な成長を続けており、当社がビジネスの焦点を合わせる「電子書籍」市場については、2009年

において500億円（対前年比26.6％増）となり、対2006年比で7.2倍と、その規模を急速に拡大しております。

　スマートフォンについては、2009年度以降、世界規模でその利用が急速に拡大し、携帯電話に占める割合が高まる

ものと予測されています。また、スマートフォン向けのアプリケーション市場についても、販売台数同様に飛躍的な

成長を遂げるものと見込まれています。

（出所：携帯電話契約数／社団法人電気通信事業者協会、モバイルコンテンツ市場動向／モバイル・コンテンツ・

フォーラム）

　このような状況下において、当社は、世界各国の出版社から電子書籍の配信権利獲得と、様々な端末に適応するマ

ルチビューワーの開発、SNSサイト向けアプリケーションの開発とその提供に取組みました。また、再成長戦略にて

掲げております「事業ポートフォリオの組み換え」のため、非注力サイトの整理を引続き行っております。　

　その結果、売上高につきましては、サイト統廃合の影響により、減収となりました。利益につきましては、欧州の信

用不安の広がりで欧米の株価が下落、為替相場も円高基調となり、資金運用の一部がその影響を受けました。また、

第１四半期及び第２四半期での、コンテンツ資産売却による当該資産の全額費用化及び、第３四半期以降に見込ん

でおりました広告保証金の全額取崩が影響し減益となりました。

　この結果、当第２四半期連会計期間における業績は、売上高1,076,794千円（前年同四半期比26.4％減）、営業損失

523,327千円（前年同四半期は86,983千円の営業利益）、経常損失535,805千円（前年同四半期は141,184千円の経

常利益）、当四半期純損失588,602千円（前年同四半期では129,436千円の四半期純利益）となりました。

　

（２）事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①コンテンツ事業　

　コンテンツ事業では、世界各国の出版社から電子書籍の配信権利獲得と、様々な端末に適応するマルチビューワー

の開発、SNSサイト向けアプリケーションの開発に取組み、引続きスマートフォン向け電子書籍素材のアプリケー

ションの大量投入に取組んで参りました。しかしながら、事業ポートフォリオの組み換えによるサイト統廃合が影

響し、売上は減収となりました。

　この結果、当該事業の売上高は914,863千円（前年同四半期比32.5％減）、営業損失298,250千円（前年同四半期は

277,004千円の営業利益）となりました。

②マスターライツ事業

　マスターライツ事業については、引き続き、事業ポートフォリオの組み換えに伴う、ノンパッケージ商品の売上を

計上しております。

　この結果、当該事業の売上高は10,346千円（前年同四半期比90.4％減）、営業損失55,947千円（前年同四半期は

4,636千円の営業利益）となりました。
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③ファンディング事業

　ファンディング事業につきましては、前年度まで営業外損益として認識しておりました各種金融取引業務を事業

部化いたしました。当四半期においては、景気は新興国経済の拡大等を背景にしながら輸出の増加や生産の持ち直

し、企業の業況判断の改善等がみられ、穏やかながらも回復基調となりましたが、この間の証券市場動向は、欧州の

信用不安の広がりで欧米の株価が下落、為替相場も円高基調となり、資金運用の一部がその影響を受けました。

　この結果、当該事業の売上高は118,783千円、営業損失は36,063千円となりました。

　なお、当社は、第１四半期連結会計期間より、「ファンディング事業」を新たに区分したため、前年同四半期連結会

計期間との比較は行っておりません。　

④その他の事業

　モバイルコンテンツのプロモーション代行、請求収納代行業務の取次を中心に事業展開いたしました。

　この結果、当該事業の売上高は32,801千円、営業損失は14,872千円となりました。

　なお、当社は、第１四半期連結会計期間より、「その他の事業」を新たに区分したため、前年同四半期連結会計期間

との比較は行っておりません。

　

（３）事業の所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　　電子書籍に特化した、スマートフォン、モバイル、e-books Reader、PCへ配信提供を進めるためのビューワー開発、

アプリケーション開発に経営資源を集中しました。

　この結果、当該事業の売上高は1,072,336千円（前年同四半期比21.8％減）、営業損失は356,338千円（前年同四半

期は350,908千円の営業利益）となりました。

②北米

　世界各国のアグリゲーターを使っての電子書籍事業の拡大や、各種スマートフォンの端末に向けた、アプリケー

ションの開発と配信に取り組みました。

　この結果、当該事業の売上高は4,457千円（前年同四半期比95.1％減）、営業損失は48,664千円（前年同四半期は

69,104千円の営業損失）となりました。

　　

（４）財政状態の分析

①総資産

　　当第２四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べて888,274千円減少し7,634,138千円となり

ました。主な要因と致しましては、回収による売掛金の減少322,447千円、償却・除却等によるコンテンツ資産及びソ

フトウエアの減少96,990千円、その他流動資産に含まれる、広告保証金の293,560千円の費用化等によるものであり

ます。

　②純資産　

　　当第２四半期連結会計期間末における純資産は前連結会計年度末に比べて1,100,008千円減少し6,793,797千円とな

りました。主な要因と致しましては、新株予約権の行使による増資で58,385千円増加したものの四半期純損失の計上

962,788千円、剰余金の配当97,764千円等によるものであります。

（５）キャッシュ・フローの状況

  　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、当第１四半期連結会計期

間末に比べて521,413千円減少の4,842,068千円となりました。なお、各キャッシュ・フローの状況等につきましては

以下のとおりとなっております。

　①営業活動によるキャッシュ・フロー

　　当第２四半期連結会計期間の営業活動による資金の減少は474,524千円（前年同四半期は25,705千円の減少）とな

りました。これは主に、広告保証金の取崩等による前払費用の減少額198,916千円、未払金の増加40,071千円があった

ものの、税金当調整前四半期純損失△566,117千円、保証金の増加△179,228千円等があったことによるものでありま

す。　　　
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　②投資活動によるキャッシュ・フロー

　　当第２四半期連結会計期間の投資活動による資金の減少は40,617千円（前年同四半期は1,239,088千円の増加）と

なりました。これは主に、差入保証金の回収により25,059千円増加したものの、貸付けによる支出△51,753千円、無形

固定資産の取得による支出△29,660千円等があったことによるものであります。

　③財務活動によるキャッシュ・フロー

　　当第２四半期連結会計期間の財務活動による資金の減少は7,461千円（前年同四半期は462,872千円の減少）となり

ました。これは主に、新株式の発行により42,206千円増加したものの、配当金の支払による△49,227千円の減少が

あったことによるものであります。　 

（６）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（７）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,238,000

計 6,238,000

②【発行済株式】

種類

第２四半期会計期
間末現在発行数
（株）

（平成22年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,239,659 2,239,659
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株制度を採用してい

ないため、単元株式数は

ありません。

計 2,239,659 2,239,659 ― ―

（注）第２四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所であります。なお、ジャスダック証券取

引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しております。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年１月30日の定時株主総会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

 
第2四半期会計期間末現在
（平成22年6月30日）

新株予約権の数（個） 96

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 10

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、４ 2,150

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 13,032

新株予約権の行使期間
平成17年１月31日から

平成25年１月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）（注）２

発行価格　　　 13,032

資本組入額　　　6,516

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権の権利付与日以降、株式の分割等を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

２．権利付与日以降、株式の分割等により時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株

引受権等の権利行使の場合を除く）を行うときは、次の計算により１株当たりの発行価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

    
既発行株式数＋

新規発行又は処分株式数×１株当たり払込金額又は譲渡価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

３．主な新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①次の場合にはその権利を喪失する。

（ａ）法令又は当社の内部規律に違反する行為があった場合。

（ｂ）当社の取締役又は従業員としての地位を喪失した場合。

（ｃ）死亡した場合。

（ｄ）所定の書面により新株引受権の一部又は全部を放棄する旨を申し出た場合。

②新株予約権は譲渡することができない。

③その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する付与契約書に定めるところによる。

４．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株数を控除した数のことであります。

５．当社は平成15年10月８日開催の取締役会にて平成15年12月19日付で１株につき５株の株式分割を行って

おります。

６．当社は平成16年５月11日開催の取締役会にて平成16年７月20日付で１株につき５株の株式分割を行って

おります。
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②　平成16年１月29日の定時株主総会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

 
第2四半期会計期間末現在
（平成22年6月30日）

新株予約権の数（個） 24

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、４ 120

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 107,190

新株予約権の行使期間
平成18年５月12日から

平成26年１月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）（注）２

発行価格　　　107,190

資本組入額　　 53,595

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権の権利付与日以降、株式の分割等を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

２．権利付与日以降、株式の分割等により時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株

予約権等の権利行使の場合を除く）を行うときは、次の計算により１株当たりの発行価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

    
既発行株式数＋

新規発行又は処分株式数×１株当たり払込金額又は譲渡価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

３．主な新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①次の場合にはその権利を喪失する。

（ａ）法令又は当社の内部規律に違反する行為があった場合。

（ｂ）当社及び当社子会社の役員又は従業員としての地位を喪失した場合、取引先においては、当社と

の取引関係が良好に継続していない場合。

②新株予約権は譲渡することができない。

③その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する付与契約書に定めるところによる。

４．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株数を控除した数のことであります。

５．当社は平成16年５月11日開催の取締役会にて平成16年７月20日付で１株につき５株の株式分割を行って

おります。
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③　平成17年１月28日の定時株主総会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

 
第2四半期会計期間末現在
（平成22年6月30日）

新株予約権の数（個） 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、４ 20

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 71,821

新株予約権の行使期間
平成19年１月28日から

平成27年１月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）（注）２

発行価格　　　 71,821

資本組入額　　 35,911

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権の権利付与日以降、株式の分割等を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

２．権利付与日以降、株式の分割等により時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株

予約権等の権利行使の場合を除く）を行うときは、次の計算により１株当たりの発行価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

    
既発行株式数＋

新規発行又は処分株式数×１株当たり払込金額又は譲渡価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

３．主な新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①次の場合にはその権利を喪失する。

（ａ）法令又は当社の内部規律に違反する行為があった場合。

（ｂ）当社及び当社子会社の役員又は従業員としての地位を喪失した場合、取引先においては、当社と

の取引関係が良好に継続していない場合。

②取締役会の承認がある場合を除き、新株予約権は譲渡することができない。

③その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する付与契約書に定めるところによる。

４．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株数を控除した数のことであります。
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④　平成18年１月31日の定時株主総会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

 
第2四半期会計期間末現在
（平成22年6月30日）

新株予約権の数（個） 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、４ 500

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 30,350

新株予約権の行使期間
平成20年１月31日から

平成28年１月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）（注）２

発行価格　　　 30,350

資本組入額　　 15,157

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権の権利付与日以降、株式の分割等を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

２．権利付与日以降、株式の分割等により時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株

予約権等の権利行使の場合を除く）を行うときは、次の計算により１株当たりの発行価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

    
既発行株式数＋

新規発行又は処分株式数×１株当たり払込金額又は譲渡価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

３．主な新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①次の場合にはその権利を喪失する。

（ａ）法令又は当社の内部規律に違反する行為があった場合。

（ｂ）当社及び当社子会社の役員又は従業員としての地位を喪失した場合、取引先においては、当社と

の取引関係が良好に継続していない場合。

②新株予約権は譲渡することができない。

③その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する付与契約書に定めるところによる。

４．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株数を控除した数のことであります。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日

（注）

14,6552,239,65929,192 4,141,876 29,192 74,043

　　（注）新株予約権の行使による資本金及び資本準備金の増加であります。

 

（６）【大株主の状況】
 
 平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

安嶋　幸直 東京都渋谷区 518,420 23.15

株式会社ホワイトマジック 東京都渋谷区代々木３丁目38－15 150,000 6.70

中村　二三夫 東京都東村山市 15,249 0.68

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 10,725 0.48

加藤　勇 岩手県北上市 9,786 0.44

山北　勝夫 東京都東久留米市 8,977 0.40

株式会社ISE 東京都千代田区九段南４丁目７－22 8,908 0.40

須田　隆 群馬県渋川市 8,200 0.37

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 7,918 0.35

内田　和一 埼玉県秩父郡 7,701 0.34

計 ― 745,884 33.30

（注）上記のほか、自己株式が17,585株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)  普通株式　　 　17,585 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　　2,222,074 2,221,905 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,239,659 － －

総株主の議決権 － 2,222,074 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式169株が含まれておりますが、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数169個は含まれておりません。

②【自己株式等】 

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社フォーサイ

ド・ドット・コム

東京都新宿区西新宿

六丁目８番１号
17,585 － 17,585 0.79

計 － 17,585 － 17,585 0.79
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
1月

2月 3月 4月 5月 6月

最高(円) 3,450 5,180 8,000 9,970 9,340 6,180

最低(円) 2,990 3,460 4,635 7,000 4,810 4,370

　（注）最高・最低株価は、平成22年３月31日まではジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日以降

は大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであります。なお、平成22年４月１日付けでジャスダック証券取

引所と大阪証券取引所の合併により、大阪証券取引所（JASDAQ市場）に上場しております。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）の四半期連

結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）の四半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,878,574 4,896,879

売掛金 1,277,458 1,599,905

コンテンツ資産 239,613 329,872

その他 636,649 ※1
 921,713

貸倒引当金 △220,896 △162,265

流動資産合計 6,811,400 7,586,105

固定資産

有形固定資産 ※2
 12,839

※2
 15,117

無形固定資産 236,822 243,677

投資その他の資産

その他 574,794 679,124

貸倒引当金 △1,718 △1,613

投資その他の資産合計 573,075 677,511

固定資産合計 822,737 936,306

資産合計 7,634,138 8,522,412

負債の部

流動負債

買掛金 237,033 226,427

その他 ※3
 579,330

※3
 371,498

流動負債合計 816,363 597,925

固定負債

その他 23,976 30,680

固定負債合計 23,976 30,680

負債合計 840,340 628,606

純資産の部

株主資本

資本金 4,141,876 4,112,684

資本剰余金 3,444,279 3,512,850

利益剰余金 △495,852 466,936

自己株式 △72,906 △9,119

株主資本合計 7,017,397 8,083,351

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △155,165 △132,165

為替換算調整勘定 △68,434 △68,418

評価・換算差額等合計 △223,599 △200,583

新株予約権 － 11,037

純資産合計 6,793,797 7,893,806

負債純資産合計 7,634,138 8,522,412
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,792,612 2,340,562

売上原価 717,676 883,574

売上総利益 2,074,936 1,456,988

販売費及び一般管理費 ※
 1,986,449

※
 2,226,315

営業利益又は営業損失（△） 88,486 △769,327

営業外収益

物品売却益 44,933 －

金融派生商品収益 31,968 23,736

その他 41,574 7,398

営業外収益合計 118,475 31,135

営業外費用

出資金運用損 22,820 24,301

為替差損 － 22,830

その他 916 2,805

営業外費用合計 23,736 49,937

経常利益又は経常損失（△） 183,225 △788,129

特別利益

事業譲渡益 4,806 －

貸倒引当金戻入額 － 10,014

新株予約権戻入益 － 77

特別利益合計 4,806 10,092

特別損失

固定資産除却損 － 49,383

契約解除損 － 19,800

貸倒損失 44,234 －

その他 14,805 655

特別損失合計 59,039 69,838

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

128,992 △847,876

法人税、住民税及び事業税 4,259 1,970

法人税等調整額 △146,541 112,942

法人税等合計 △142,281 114,912

四半期純利益又は四半期純損失（△） 271,274 △962,788
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 1,462,004 1,076,794

売上原価 353,613 453,090

売上総利益 1,108,391 623,704

販売費及び一般管理費 ※
 1,021,407

※
 1,147,032

営業利益又は営業損失（△） 86,983 △523,327

営業外収益

物品売却益 27,466 －

金融派生商品収益 31,968 16,529

その他 7,051 4,275

営業外収益合計 66,486 20,804

営業外費用

出資金運用損 11,410 13,437

為替差損 － 18,551

その他 875 1,293

営業外費用合計 12,285 33,282

経常利益又は経常損失（△） 141,184 △535,805

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 99

新株予約権戻入益 － 77

特別利益合計 － 176

特別損失

固定資産除却損 － 10,032

契約解除損 － 19,800

貸倒損失 65,664 －

その他 14,805 655

特別損失合計 80,469 30,488

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

60,715 △566,117

法人税、住民税及び事業税 238 1,019

法人税等調整額 △68,960 21,465

法人税等合計 △68,721 22,484

四半期純利益又は四半期純損失（△） 129,436 △588,602
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

128,992 △847,876

減価償却費 32,418 36,406

減損損失 1,791 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 36,498 58,735

固定資産除却損 5,797 49,383

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △264 －

出資金運用損益（△は益） 22,820 24,301

金融派生商品収益 △31,968 －

受取利息及び受取配当金 △9,460 △5,648

売上債権の増減額（△は増加） △227,792 322,447

たな卸資産の増減額（△は増加） 40,849 95,890

未収入金の増減額（△は増加） △6,386 27,613

前払費用の増減額（△は増加） △239,546 435,097

前渡金の増減額（△は増加） 63,728 △6,659

保証金の増減額（△は増加） － △180,000

長期前払費用の増減額（△は増加） － 15,134

仕入債務の増減額（△は減少） △45,096 5,764

未払金の増減額（△は減少） 203,024 166,720

前受金の増減額（△は減少） △18,174 △1,129

預り金の増減額（△は減少） △1,326 6,501

リース資産減損勘定の増減額 △12,389 △6,262

その他 △6,048 △8,261

小計 △62,532 188,157

利息及び配当金の受取額 2,607 7,558

法人税等の支払額 △6,971 △4,169

営業活動によるキャッシュ・フロー △66,896 191,546

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,000,000 －

有形固定資産の取得による支出 △9,637 －

無形固定資産の取得による支出 △57,675 △55,658

敷金の差入による支出 △45,921 △692

敷金の回収による収入 － 115

差入保証金の差入による支出 △83,203 －

差入保証金の回収による収入 1,131 30,689

投資有価証券の取得による支出 △96,924 △3,100

投資有価証券の売却による収入 97,189 －

貸付けによる支出 △190,474 △82,068

貸付金の回収による収入 190,474 17,698

金融派生商品の売却による収入 31,968 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,163,073 △93,016
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 42,206

自己株式の取得による支出 △240,254 △63,786

配当金の支払額 △223,416 △94,065

リース債務の返済による支出 － △441

財務活動によるキャッシュ・フロー △463,671 △116,086

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,238 727

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,692,402 △16,828

現金及び現金同等物の期首残高 6,360,999 4,858,897

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,668,596

※
 4,842,068
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 （金融商品等の取引に係る会計処理）

　金融商品及び金融派生商品の取引から生ずる損益については、従来、営業外

損益に計上しておりましたが、当該損益のうち余剰資金の運用を目的とする

取引に係る損益はファンディング事業の成果として認識することとなり、今

後さらにその重要性が増すと見込まれるため、第１四半期連結会計期間より

売上高または売上原価として計上する方法に変更いたしました。なお、相場変

動リスク等のヘッジを目的とする取引から生ずる損益については、従来通り

営業外損益に計上しております。

　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累

計期間の売上高は217,224千円増加、売上原価は182,155千円増加、営業損失は

35,069千円減少しておりますが、経常損益以下に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半

期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は5,797千円であります。

　

 

当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半

期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は5,797千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定し

ております。 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

　１　　　　　　　　　────── ※１　流動資産の「その他」には下記の科目が含まれてお
ります。

  商品及び製品 5,631千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、 21,386 千円であ
ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、19,254千円であり
ます。

※３　流動負債の「その他」には、下記の科目が含まれてお
ります。

※３　流動負債の「その他」には、下記の科目が含まれてお
ります。

未払法人税等 12,502千円 未払法人税等 14,603千円

（四半期連結損益計算書関係）

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

広告宣伝費 732,465千円

支払手数料 535,155千円

貸倒引当金繰入額 59,152千円

広告宣伝費 1,220,083千円

支払手数料 381,350千円

貸倒引当金繰入額 74,870千円

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

　広告宣伝費　　　　　　　　　　　　　　　

　　　
404,469千円

　支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
266,066千円

　貸倒引当金繰入額 57,929千円

　広告宣伝費　　　　　　　　　　　　　　　

　　　
661,563千円

　支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
186,846千円

　貸倒引当金繰入額 28,461千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 5,668,596

預入期間が３か月を越える定期預金 △1,000,000

現金及び現金同等物 4,668,596

 

現金及び預金勘定 4,878,574

預入期間が３か月を越える定期預金 △36,505

現金及び現金同等物 4,842,068
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　2,239,659株

２．自己株式の種類及び株式数　

　普通株式　17,585株

３．配当に関する事項

            配当金支払額 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年２月17日

取締役会
普通株式 97,764 44平成21年12月31日平成22年３月26日　資本剰余金

４．株主資本の金額の著しい変動に関する事項　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 　4,112,6843,512,850　 466,936　 △9,119　 8,083,351　

当第２四半期連結会計期間末までの

変動額
    　     　     　     　     　

剰余金の配当　 －　 △97,764　 －　 －　 △97,764　

四半期純利益（△は損失）　 －　 －　 △962,788　 －　 △962,788　

自己株式の取得　 －　 －　 －　 △63,786　 △63,786　

新株の発行（新株予約権の行使）　 29,192 29,192 － － 58,385

当第２四半期連結会計期間末までの

変動額合計　
29,192　 △68,571　 △962,788　 △63,786△1,065,954　

当第２四半期連結会計期間末残高　 4,141,876　 3,444,279　 △495,852　 △72,906　 7,017,397　　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日） 　

　

コンテンツ
事業
（千円）

マスターライ
ツ事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,354,344107,6591,462,004 － 1,462,004

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 1,354,344107,6591,462,004 － 1,462,004

営業利益又は営業損失(△) 277,004 4,636 281,640△194,656 86,983

　　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日） 

 
コンテンツ

事業

（千円）

マスターライ

ツ事業

（千円）

ファンディン

グ事業

（千円）

その他の事業　

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

売上高   　     

   (1）外部顧客に対する売上高 914,863　 10,346　 118,78332,801　 1,076,794　 － 1,076,794　

   (2）セグメント間の内部売上

    　 高又は振替高
－　 －　 － －　 －　 －　 －

      計 914,863　 10,346　 118,78332,801　 1,076,794　  － 1,076,794　

　 営業損失（△） △298,250　 △55,947　 △36,063△14,872　 △405,134　 △118,193　 △523,327　

（注）１．事業区分の方法

　　　　　事業区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。

　　　２．各区分に属する主な事業内容は以下のとおりであります。

事業区分 事業内容

　コンテンツ事業 　モバイルコンテンツの企画・製作・配信、配信許諾、音源売却

　マスターライツ事業 　ＤＶＤ、配信許諾、物販事業

　ファンディング事業 　金融商品の売買

　その他の事業 　広告事業、請求収納代行業務

　　　３．事業区分の変更

　　　　　　従来、事業区分は「コンテンツ事業」、「マスターライツ事業」、の２事業区分に分類しておりましたが、第１四半

期連結会計期間より、「ファンディング事業」、「その他の事業」を追加し４事業区分に変更しております。

なお、事業区分の追加であるため、前第２四半期連結会計期間との比較における影響はありません。　
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　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日） 　

　

コンテンツ
事業
（千円）

マスターライ
ツ事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 2,555,002237,6102,792,612 － 2,792,612

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 2,555,002237,6102,792,612 － 2,792,612

営業利益又は営業損失(△) 484,377 4,138 488,516△400,029 88,486

　　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日） 

 
コンテンツ

事業

（千円）

マスターライ

ツ事業

（千円）

ファンディン

グ事業

（千円）

その他の事業　

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

売上高   　     

   (1）外部顧客に対する売上高 1,860,980　 169,039　 217,22493,317　 2,340,562　 － 2,340,562　

   (2）セグメント間の内部売上

    　 高又は振替高
－　 －　 － －　 －　 －　 －

      計 1,860,980　 169,039　 217,22493,317　 2,340,562　  － 2,340,562　

　 営業利益又は営業損失（△） △526,180　 29,410　 24,012△24,054　 △496,812　 △272,515　 △769,327　

（注）１．事業区分の方法

　　　　　事業区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。

　　　２．各区分に属する主な事業内容は以下のとおりであります。

事業区分 事業内容

　コンテンツ事業 　モバイルコンテンツの企画・製作・配信、配信許諾、音源売却

　マスターライツ事業 　ＤＶＤ、配信許諾、物販事業

　ファンディング事業 　金融商品の売買

　その他の事業 　広告事業、請求収納代行業務

　　　３．事業区分の変更

　　　　　　従来、事業区分は「コンテンツ事業」、「マスターライツ事業」、の２事業区分に分類しておりましたが、第１四半

期連結会計期間より、「ファンディング事業」、「その他の事業」を追加し４事業区分に変更しております。

なお、事業区分の追加であるため、前第２四半期連結累計期間との比較における影響はありません。　
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,371,58890,415 － 1,462,004 － 1,462,004

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 1,371,58890,415 － 1,462,004 － 1,462,004

営業利益又は営業損失（△） 350,908　 △69,104　 △163　 281,640　 △194,656　 86,983　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日） 

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,072,336　 4,457　 －　 1,076,794 － 1,076,794　

(2）セグメント間の内部売上

　　高又は振替高
－　 －　 －　 －　 －　 －

    計 1,072,336　 4,457　 －　 1,076,794　 － 1,076,794　

営業損失（△） △356,338　 △48,664　 △131　 △405,134　 △118,193　 △523,327　

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。　

　　　２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　（1）北米……米国

　　　　（2）欧州……英国　
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前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,599,866192,746 － 2,792,612 － 2,792,612

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 2,599,866192,746 － 2,792,612 － 2,792,612

営業利益又は営業損失（△） 542,834　 △54,100　 △216　 488,516　 △400,029　 88,486　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日） 

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,312,649　 27,913　 －　 2,340,562 － 2,340,562　

(2）セグメント間の内部売上

　　高又は振替高
－　 －　 －　 －　 －　 －

    計 2,312,649　 27,913　 －　 2,340,562　 － 2,340,562　

営業損失（△） △411,446　 △82,177　 △188　 △496,812　 △272,515　 △769,327　

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。　

　　　２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　（1）北米……米国

　　　　（2）欧州……英国　　　 
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 90,415 90,415

Ⅱ　連結売上高（千円） 　　　　　　 － 1,462,004

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.2 6.2

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,457 4,457

Ⅱ　連結売上高（千円）            － 1,076,794

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 0.4 0.4

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　北米……米国　 

　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 192,746 192,746

Ⅱ　連結売上高（千円） 　　　　　　 － 2,792,612

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.9 6.9

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 27,913 27,913

Ⅱ　連結売上高（千円）            － 2,340,562

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 1.2 1.2

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　北米……米国　 

　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　　著しい変動がないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

１．取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

　余剰資金の運用において、通貨スワップ取引、先物予約取引等を利用しております。

(2) 取引に対する取組方針

　デリバティブ取引につきましては、リスクを限定し、一定の範囲内での余剰資金の運用として行なう方針であ

ります。

(3) 取引の利用目的

　デリバティブ取引は、余剰資金の運用を効果的に行う事を目的に利用しております。なお、利用したデリバティ

ブ取引についてヘッジ会計は行っておりません。

(4) 取引に係るリスクの内容

　デリバティブ取引の主なリスクは市場リスク及び信用リスクがあります。

　市場リスクとは、金利・為替・価格変動等の市場の変動により価値が変動するリスクを言います。

　信用リスクとは、デリバティブ取引の相手方の破綻等により契約が履行されなくなるリスクを言います。

　ただし、信用リスクについては、信用度の高い取引先との取引を基本方針としており、相手方の契約不履行によ

るリスクは殆どないと認識しております。　

(5) 取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引限度額を定めた社内管理規程に従ってファン

ディング事業部が決裁担当者の承認を得て行っております。

　なお、リスク管理体制強化のため、別途管理責任者を置き、取引残高、評価損益の確認及び運用状況の監視等を

継続的に行なっております。　

２．取引の時価等に関する事項（平成22年６月30日）

　対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

対象物の種類 取引の種類

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

契約額等 時価 評価損益

（千円） （千円） （千円）

通貨

外国為替証拠金取引    

売建　 296,060 278,242 17,817

買建　 494,508 450,240 △44,268

合計 790,568 728,482 △26,450

（注）時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　3,652千円
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 3,057.41円 １株当たり純資産額 3,547.73円

　　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 6,793,797 7,893,806

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － 11,037

（うち新株予約権）（千円） － 11,037

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額（千
円）

6,793,797 7,882,768

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（千株）

2,222 2,221

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 117.75円 １株当たり四半期純損失金額（△） △434.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
－円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
－円

　（注）１　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　　　３　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 271,274 △962,788

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
271,274 △962,788

期中平均株式数（千株） 2,303 2,214

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　－ 　　－
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 56.93円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
56.91円

１株当たり四半期純損失金額（△） △266.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
－円

　（注）１　当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　　　２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 129,436 △588,602

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
129,436 △588,602

期中平均株式数（千株） 2,273 2,212

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額 　 　

四半期純利益調整金額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 0 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　－ 　　－
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（重要な後発事象）
　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（自己株式の消却に係る事項）　

　当社は、平成22年８月６日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却について決議いた

しました。

１　自己株式の消却を行う理由

　株主の皆様への利益還元を図ることを目的として、保有する全ての自己株式の消却を行うものであります。

２　消却の内容

　①消却する株式の種類　　

　　普通株式

②消却する株式の総数

　　17,585株

③消却予定日

　　平成22年８月12日

④消却の方法

　　その他資本剰余金からの減額

⑤消却後の発行株式総数

　　2,222,074株

　

（リース取引関係）

　　　　著しい変動がないため記載を省略しております。

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

株式会社フォーサイド・ドット・コム

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 前原　一彦　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 奥山　広道　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォーサイ

ド・ドット・コムの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーサイド・ドット・コム及び連結子会社の平成21年６月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月９日

株式会社フォーサイド・ドット・コム

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 前原　一彦　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　敦夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォーサイ

ド・ドット・コムの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４

月１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーサイド・ドット・コム及び連結子会社の平成22年６月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

（追記情報）

１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は、金融商品及び

金融派生商品の取引のうち余剰資金の運用を目的とする取引に係る損益を、売上高または売上原価として計上する方

法に変更した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年８月６日開催の取締役会において、自己株式の消却を決議し

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社　フォーサイド・ドット・コム(E05308)

四半期報告書

37/37


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

